
景観法案への環境省の関わり

・景観行政団体等のほか、必要に応じて、
農林漁業団体、住民等も参加
・協議会における協議結果には尊重義務

○届出･勧告（建築物等の
建築、土地の形質変更等）
を基本とするゆるやかな規
制誘導

○建築物等の形態意匠の
変更に関しては、変更命令
が可能

国立公園等管理者
国立公園→環境大臣
国定公園→都道府県知事

○自然公園法に基づく許
可制工作物の新築、広告
物の設置等）を基本とす
る厳しい規制

○必要に応じ原状回復命
令も可能

良好な景観の形成の観点か

ら公園事業施設の整備に係る
事項を景観計画に定め、これに
即した整備を実施

景観計画に定められた集落等の
良好な景観形成のために必要な
基準

国立公園・国定公園における
許可の基準に取り込んで審査

国立公園・
国定公園区域 景観計画区域

国立・国定公園内の集落地（温泉街等）等における
優れた自然の風景と調和した良好な景観の形成

自然公園法の行為許可自然公園法の行為許可
に係る特例に係る特例

景観行政団体
地方公共団体

同意（公園計画との適合）

景観協議会

（想定される事例）
○従前の自然公園法上の全国的な基準
建築物の高さ：上限13m

○景観計画に基づく新たな基準
9～12ｍの間 ※街並みの高さを揃える

→重複地域での自然公園法上の基準は

9～12ｍの間となる

重複地域

公園計画公園計画 景観計画景観計画
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調和

景観計画の協議

景観重要公共施設景観重要公共施設
国立公園・国定公園における
公園事業施設（公共）
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○参照条文

【第８条第２項第５号ロ】

ロ 当該景観計画区域内の道路法（昭和二十七年法律第百八十号）による道路、河川法

（昭和三十九年法律第百六十七号）による河川、都市公園法（昭和三十一年法律第七

十九号）による都市公園、海岸保全区域等（海岸法（昭和三十一年法律第百一号）第

二条第三項に規定する海岸保全区域等をいう。以下同じ。）に係る海岸、港湾法（昭

和二十五年法律第二百十八号）による港湾、漁港漁場整備法（昭和二十五年法律第百

三十七号）による漁港、自然公園法による公園事業（国又は同法第九条第二項に規定

する公共団体が執行するものに限る。）に係る施設その他政令で定める公共施設（以

下「特定公共施設」と総称する。）であって、良好な景観の形成に重要なもの（以下

「景観重要公共施設」という。）の整備に関する事項

【第８条第２項第５号ホ】

ホ 自然公園法第十三条第三項、第十四条第三項又は第二十四条第三項の許可（政令で

定める行為に係るものに限る。）の基準であって、良好な景観の形成に必要なもの

（当該景観計画区域に国立公園又は国定公園の区域が含まれる場合に限る。）

【第８条第５項】

５ 景観法は、環境基本法（平成五年法律第九十一号）第十五条第一項に規定する環境基

本計画（当該景観計画区域について公害防止計画が定められているときは、当該公害防

止計画含む。）との調和が保たれるものでなければならない。

【第８条第10項】

10 景観計画に定める第二項第五号ホに掲げる事項は、自然公園法第二条第五号に規定す

る公園計画に適合するものでなければならない。

【第９条第５項】

５ 景観行政団体は、景観計画に前条第二項第五号ホに掲げる事項を定めようとするとき

は、あらかじめ、当該事項について、国立公園等管理者（国立公園にあっては環境大臣、

国定公園にあっては都道府県知事をいう。以下同じ。）に協議し、その同意を得なけれ

ばならない。

【第16条第７項】

７ 次に掲げる行為については、前各項の規定は、適用しない。

（中略）

七 国立公園又は国定公園の区域内において、第八条第二項第五号ホに規定する許可

（景観計画にその基準が定められているものに限る。）を受けて行う行為
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【第15条第１項】

第十五条 景観計画区域における良好な景観の形成を図るために必要な協議を行うため、

景観行政団体、景観計画に定められた景観重要公共施設の管理者及び第九十二条第一項の

規定により指定された景観整備機構（当該景観行政団体が都道府県であるときは関係市町

村を、当該景観計画区域に国立公園又は国定公園の区域が含まれるときは国立公園等管理

者を含む。以下この項において「景観行政団体等」という。）は、景観協議会（以下この

条において「協議会」という。）を組織することができる。この場合において、景観行政

団体等は、必要と認めるときは、協議会に、関係行政機関及び観光関係団体、商工関係団

体、農林漁業団体、電気事業、電気通信事業、鉄道事業等の公益事業を営む者、住民その

他良好な景観の形成の促進のための活動を行う者を加えることができる。

【第60条】

第六十条 第八条第二項第五号ホに掲げる事項が定められた景観計画に係る景観計画区域

内における自然公園法第十三条第四項、第十四条第四項及び第二十四条第四項の規定の

適用については、これらの規定中「環境省令で定める基準」とあるのは、「環境省令で

定める基準及び景観法第八条第一項に規定する景観計画に定められた同条第二項第五号

ホの許可の基準」とする。




